
 

 

 

1 
 

 2 基礎編講義 被保険者 ① 強制加入被保険者の資格 紙上 Live 講義 

 

【強制加入被保険者の資格 ケース 1】  

 ケース 1 について見ていきましょう。 

 「20 歳の誕生月の前月に日本年金機構から国民年

金被保険者資格取得届書が送られてきたＡさんが、

手続きをするために市役所にやってきました。」 

国民年金には 20 歳から加入していただきます。 

20 歳になる方には、日本年金機構から国民年金被

保険者資格取得届書が事前に送られ、資格取得の手

続きをするようにご案内します。 

ここで、20 歳になるＡさんは、第 1 号被保険者に

該当することになります。国民年金法では、どのよ

うに規定されているのでしょうか。詳しく見てみま

しょう。 

 

 

法第 7 条第 1 項に、被保険者の資格の規定があり

ます。この法第 7 条第 1 項の第 1 号から第 3 号に規

定されている被保険者をそれぞれ第 1 号被保険者、

第 2 号被保険者、第 3 号被保険者と呼びます。 

 第 1 号被保険者の範囲は、日本国内に住所を有す

る 20 歳以上 60 歳未満の者で、第 2 号被保険者およ

び第 3 号被保険者ではないこと、老齢年金など被用

者年金制度から老齢または退職を事由とする年金を

受けることができる人は除く、とされています。 

第 2 号被保険者は、会社員や公務員といった、厚

生年金などの被用者年金各法の被保険者、組合員ま

たは加入者で、その範囲は、厚生年金保険法などの

法律で規定されています。 

第 3 号被保険者は、第 2 号被保険者の配偶者で、

主として第 2 号被保険者の収入によって生計を維持

されている 20 歳以上 60 歳未満の方（第２号被保険

者である者を除く）、すなわち被扶養配偶者です。 

 

 

【強制加入の被保険者の適用対象者】 

以上をまとめますと、会社などにお勤めの方は、

第 2 号被保険者、第 2 号被保険者に扶養されている

被扶養配偶者は第 3 号被保険者、自営業者や学生の

方も含めてそれ以外の方は第 1 号被保険者となって

いて、基本的に、日本国内に住所を有する 20 歳以上

60 歳未満の人はすべて国民年金制度の対象になって

います（強制加入被保険者のほか、任意加入の被保

険者が存在しますが、任意加入被保険者の項目でご

説明します。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

2 
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【第 1 号被保険者の要件】 

 次に、国民年金の第 1 号被保険者の具体的な要件

を見ていくことにします。法第 7 条第 1 項第 1 号で

は、日本国内に住所を有する 20 歳以上 60 歳未満の

者であって、第 2 号被保険者および第 3 号被保険者

のいずれにも該当しないものとされ、被用者年金各

法に基づく老齢給付等を受けることができる者を除

くとされています。 

まず、日本国内に住所を有する必要があります。

海外に住んでいる場合には海外の年金制度などに加

入することになりますので、第 1 号被保険者とはな

りません。次に、20 歳以上 60 歳未満という年齢要件

があります。20 歳から 60 歳に達するまでということ

は、原則として、40 年間、国民年金に加入すること

になります。なお、第 2 号被保険者および第 3 号被

保険者でないこととされています。 

 

 

【法第 7 条第 1 項第 1 号の住所】 

第 1 号被保険者は、法第 7 条第 1 項第 1 号にあり

ましたように、日本国内に住所を有する 20 歳以上 60

歳未満の者（第 2 号被保険者および第 3 号被保険者

のいずれにも該当しないもの）でした。 

 

 

ここで、日本国内に住所を有するという点につい

て説明します。 

住民基本台帳法第 4 条においては住民の住所に関

する法令の規定は、地方自治法第 10 条第 1 項に規定

する住民の住所と異なる意義の住所を定めるものと

解釈してはならないと規定されています。 

これは、地方公共団体の住民としての住所の認定

は、一般的に関係法令を通じて一致することが望ま

れており、このような規定が設けられています。 

 

  

住民基本台帳法上の住所は、地方自治法第 10 条第

1 項でいう住所と同じであり、民法第 22 条と同様に

各人の生活の本拠をいいます。民法第 22 条の生活の

本拠とは、私的生活の中心地を意味します。 

第 1 号被保険者の住所要件を満たしているかどう

かについては、住所の有無で判断します。第 1 号被

保険者の資格取得の届出は、原則として、住所地の

市町村長に提出することになっています。 
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【外国人の在留管理制度】 

 国民年金法では国籍要件がないため、外国人でも

法第 7 条に該当した場合は被保険者となるというこ

とでした。ただし、日本国内に住所を有する者であ

っても、日本国の領域内において就労する者であっ

て、社会保障協定の規定（年金制度適用調整規定）

により相手国法令の規定の適用を受けるもの等につ

いては、国民年金の被保険者にはなりません。 

具体的には住民基本台帳法第 30 条の 45 に規定す

る外国人住民であって住民基本台帳に記録された者

が対象です。 

 従来は、外国人は住民基本台帳法の適用対象外で、

外国人登録法に基づいて居住関係を把握していまし

た。しかし、外国人が増加し、市町村が外国人につ

いて正確な情報を把握して行政サービスを提供する

基盤を整備していく必要性が高まってきたので、平

成 21 年に住民基本台帳法が改正され、平成 24 年 7

月 9 日から施行されました。 

 

 

住民基本台帳法においては、外国人住民が適用対

象です。短期滞在者等は住民基本台帳に記録されま

せんが、日本国内に住所を有することが明らかとな

った者については、適用の対象となります。基本的

には、住民基本台帳に記録されている外国人は、20

歳から 60 歳に達するまでの間、第 2 号被保険者また

は第 3 号被保険者でない限り、第 1 号被保険者にな

るということです。 

 

 

第 1 号被保険者になって保険料をきちんと納めて

いれば、日本国内で万一の事故に遭った場合などに、

障害基礎年金や遺族基礎年金の受給ができるという

メリットがあります。また、母国と日本との間で、

社会保障制度に関する協定が結ばれている場合には、

母国の年金制度の加入期間と合計されることもあり

ます。 

 さらに、日本での居住は短期間にとどまり、母国

に帰国することになった場合などには、老齢基礎年

金を受け取ることができなかったとしても、帰国後

に脱退一時金として、一定額が支給されるという制

度もあります。 

 

 

【第 2 号被保険者の要件】 

次に、第 2 号被保険者の要件について見ていきま

しょう。 

法第 7 条第 1 項第 2 号では、被用者年金各法の被

保険者、組合員または加入者と規定されています。

被用者年金各法とは厚生年金保険法、国家公務員共

済組合法、地方公務員等共済組合法、私立学校教職

員共済法です。 
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その被保険者、組合員または加入者とは、具体的

には、会社員など社会保険の適用事業所にお勤めの

方、国家公務員、地方公務員、私立学校教職員とい

うことになります。これらの方が第 2 号被保険者で

すが、日本国内に住所を有する必要はありません。

例えば、会社員が海外に転勤になったとしても、日

本にある社会保険の適用事業所に引き続き在職して

いれば、厚生年金保険の被保険者であることには変

わりありません。また、厚生年金保険の被保険者は、

厚生年金保険法において、社会保険の適用事業所に

使用される 70 歳未満の者とされています。第 1 号被

保険者は 20 歳以上ですが、厚生年金保険では、20 歳

未満であっても、会社などに勤め始めたときから第 2

号被保険者となります。 

（なお、法附則第 3 条により、65 歳以上で老齢給

付等の受給権を有するものは第 2 号被保険者とはな

りませんが、詳しくは、資格の取得と喪失の基礎編

講義で説明します。） 

 

【第 3 号被保険者の要件】 

次に、第 3 号被保険者の要件です。 

 法第 7 条第 1 項第 3 号では、第 2 号被保険者の配

偶者であって主として第 2 号被保険者の収入により

生計を維持するもの（第 2 号被保険者である者を除

く。以下、被扶養配偶者という。）のうち、20 歳以上

60 歳未満のもの（以下、第 3 号被保険者という。）と

されています。 

 

 

第 3 号被保険者も第 2 号被保険者と同様に、日本

国内に住所を有する必要はありませんので、例えば、

会社にお勤めの方が海外に転勤になった際、その配

偶者も一緒に海外に住むことがありますが、この被

扶養配偶者は第 3 号被保険者に該当します。 

次に、年齢要件ですが、第 1 号被保険者と同様に

20 歳以上 60 歳未満となっています。ただし、主とし

て第 2 号被保険者に生計維持されている方が第 3 号

被保険者です。第 2号被保険者の配偶者であっても、

ご自身も会社員や公務員などとしてお勤めの場合は

第 2 号被保険者となります。 

また、会社員ではなくても、自営業やパート勤務

などで一定の所得があるために、第 2 号被保険者に

生計維持されていない場合は、第 1 号被保険者に該

当します。 

 

 

【被扶養配偶者の認定基準】 

第 3 号被保険者は、第 2 号被保険者の配偶者であ

って主として第 2 号被保険者の収入により生計を維

持するもののうち 20 歳以上 60 歳未満のものでした。 
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被扶養配偶者の認定は、健康保険法などの被扶養

者の認定の取扱いを勘案して、日本年金機構が行っ

ています。被扶養配偶者の認定基準は、認定対象者

が第 2 号被保険者と同一世帯に属している場合と、

認定対象者が第 2 号被保険者と同一世帯に属してい

ない場合で異なります。 

最初に、認定対象者が第 2 号被保険者と同一世帯

に属している場合です。第 2 号被保険者によって主

として生計を維持されていて、認定対象者の年間収

入が 130 万円未満であって、かつ、第 2 号被保険者

の年間収入の 2 分の 1 未満である場合は、原則とし

て被扶養配偶者に該当します。 

 

 

ただし、認定対象者の収入が第 2 号被保険者の 2

分の 1 以上の場合であっても、第 2 号被保険者の年

間収入を上回らない場合には、日本年金機構がその

世帯の生計の状況を総合的に勘案して、第 2 号被保

険者がその世帯の生計維持の中心的役割を果たして

いると認めるときは、被扶養配偶者に該当すること

があります。 

 

 

次は、認定対象者が第 2 号被保険者と同一世帯に

属していない場合です。第 2 号被保険者によって主

として生計を維持されていて、認定対象者の年間収

入が 130 万円未満であって、かつ、第 2 号被保険者

からの仕送りなどの援助による収入額より少ない場

合には、原則として被扶養配偶者に該当します。 

また、ここでの年間収入とは、過去における収入

のことではなく、被扶養配偶者に該当する時点、お

よび認定された日以降の年間の見込み収入額のこと

をいいます。具体的には、給与所得等の収入がある

場合は、月額 108,333 円以下であること、雇用保険等

の受給者の場合は、日額 3,611 円以下であることが要

件となります。そして、被扶養配偶者の収入には、

雇用保険の失業等給付、公的年金、健康保険の傷病

手当金や出産手当金も含まれますので、注意してく

ださい。 

なお、被扶養配偶者の認定基準に関しては、通知

（『昭和 61 年 3 月 31 日庁保発第 13 号』、『昭和 61 年

4 月 1 日庁保険発第 18 号』、『平成 15 年 3 月 24 日庁

文発第 798 号』）が発出されていますので、参照して

ください。 
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【強制加入被保険者のまとめ】 

最後に強制加入被保険者の要件をまとめると表の

ようになります。第 1 号被保険者、第 2 号被保険者、

第 3 号被保険者に共通して言えることとして、日本

国籍は要件になっていません。日本に国籍がない方

でも、法第 7 条に該当する場合は国民年金法の強制

加入被保険者になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次の問題について正しいか誤っているかを考えてく

ださい。 

 

問題 1 です。 

国民年金の被保険者のうち、国内居住要件が問われ

るのは第 1 号被保険者及び第 3 号被保険者である。 

 

正解はバツです。 

第 3 号被保険者については、国内居住要件が問われ

ません。 

 

 

問題 2 です。 

第 1 号被保険者、第 2 号被保険者及び第 3 号被保険

者ともに国籍要件を問わない。 

 

正解はマルです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

7 
 

 2 基礎編講義 被保険者 ② 被保険者の範囲の過去の変遷 紙上 Live 講義 

 

【被保険者の範囲の過去の変遷】  

 ここで、被保険者の範囲の過去の変遷を見てみた

いと思います。 

 

 

 自営業者や学生の方は第 1 号被保険者、お勤めの

方は第 2 号被保険者、お勤めの方によって生計維持

されている配偶者は第 3 号被保険者ですが、このよ

うな枠組みができたのは、昭和 61 年 4 月（学生につ

いては平成 3 年 4 月）からのことです。 

 国民年金制度の保険料徴収は、昭和 36 年 4 月に開

始されましたが、これまでにどのような改正が行わ

れてきたかを確認します。 

 もともと、会社員や公務員などを対象とする厚生

年金保険、共済年金制度がありましたが、それらの

制度に加入できない自営業者や農林漁業者などを対

象として、昭和 36 年から国民年金制度がスタートし

ました。ただ、この時点では会社員や公務員の被扶

養配偶者や被用者年金制度の障害・遺族年金の受給

者、学生などは、国民年金に加入が義務づけられて

おらず、任意で加入できることとされていました。

また、この頃は、日本に住んでいる外国人の方にも、

国民年金の適用はありませんでした。国籍要件が撤

廃されたのは昭和 57 年 1 月で、これ以降は日本に住

む外国人も国民年金に加入することになりました。 

 

 

 昭和 61 年 4 月より、国民年金を、全国民共通の基

礎年金を支給する制度として位置づけました。これ

に伴い、厚生年金保険や共済年金の被保険者は第 2

号被保険者に、その被扶養配偶者は第 3 号被保険者

になりました。また、この時に、もともと国民年金

の被保険者であった自営業者などや日本に住んでい

る外国人はもちろん、それまでは国民年金に加入す

る必要のない国会議員、厚生年金保険などの障害・

遺族年金の受給権者で被用者年金制度に加入してい

ない方が第 1 号被保険者となりました。学生が任意

加入から強制加入の第 1 号被保険者へと改正された

のは、平成 3 年 4 月のことです。 

 

 

【任意加入被保険者】 

 任意加入制度を利用できる方の範囲は、法附則第 5

条第 1 項に、3 パターンが規定されています。ここで

は、法第 7 条に定める第 1 号被保険者の要件との関

係を見ながら確認していきます。 
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 まず 1 つ目は、任意加入の対象者を定める法附則

第 5 条第 1 項第 1 号では、日本国内に住所を有する

20 歳以上 60 歳未満の者で、被用者年金各法に基づく

老齢給付等を受けることのできる者となっています。

これに対し、第 1 号被保険者の要件として、法第 7

条第 1 項第 1 号では、被用者年金各法に基づく老齢

給付等を受けることができる者でないことが定めら

れています。したがって、被用者年金各法に基づく

老齢給付等を受けることができる場合は、第 1 号被

保険者から外れますが、任意加入をすることができ

るということになります。 

 

 

 2 つ目は、法附則第 5 条第 1 項第 2 号では、日本国

内に住所を有する 60 歳以上 65 歳未満の者が任意加

入の対象者とされています。第 1 号被保険者になる

ためには 20 歳以上 60 歳未満という年齢要件があり

ますので、60 歳以上の方は第 1 号被保険者から外れ

ますが、任意加入することができます。 

 

 

 3 つ目は、法附則第 5 条第 1 項第 3 号では、日本国

籍を有する者で海外に居住する 20 歳以上 65 歳未満

のものが任意加入の対象者とされています。第 1 号

被保険者は、国内居住要件がありますので、海外に

住所があれば第 1 号被保険者にはなれません。海外

に住所を移した場合には、第 1 号被保険者から外れ

て任意加入できるようになります。ただし、注意し

ていただきたい点として、海外在住で任意加入でき

るのは、日本国籍を有する方のみということです。

日本国籍がなくても、国内に住んでいれば第 1 号被

保険者になることができますが、海外に住んでいて

任意加入できるのは日本国籍を持っている方に限ら

れます。 

 任意加入することによって、加入中の事故などの

場合の障害基礎年金や遺族基礎年金の受給権が確保

できるようになります。また、保険料の納付期間が

長くなりますので老齢基礎年金の受給資格を得られ

るようになったり、その年金額を増額させたりする

ことができます。 
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【海外在住の任意加入被保険者 ケース 2】 

次は、ケース 2 を見ていきましょう。 

 「個人輸入業を行っていたＢさんが、取引の関係

上、生活拠点を海外に移して業務を行うことにしま

した。老後の生活を考えて、今まで国民年金保険料

を払い続けてきたＢさんは今後どうしたらいいのか

と相談にやってきました。」 

 

 

 第 1 号被保険者には住所要件がありますので、海

外に住所を移すと第 1 号被保険者ではなくなります

が、将来、日本に戻ってきて、老後を迎えた時には、

海外在住期間は老齢基礎年金の受給資格期間に算入

されることになっています。この海外在住期間は合

算対象期間といい、いわゆるカラ期間とも呼ばれて

います。保険料を納めていないので、年金の額の計

算の基礎には含めませんが、受給資格期間を計算す

るときには算入することとして、海外で長く暮らし

ていた方でも老後の年金が受給できるように配慮さ

れているのです。 

 しかし、海外に住んでいる間、保険料を納めなけ

れば、老後の年金がその分低くなることが心配です。

そこで、海外に住んでいる間も保険料を納めて、年

金の額を増やすことができるように、任意加入の制

度が設けられています。 

 このように任意加入制度は、法第 7 条の第 1 号被

保険者の要件から外れてしまった人で、国民年金の

被保険者として保険料を納め続けたいという人のた

めに用意されている制度です。 

 

【特例による任意加入被保険者（特例高齢任意加入

者）】 

 昭和 40 年 4 月 1 日以前に生まれた方は、65 歳から

70 歳に達するまでの間、老齢基礎年金の受給資格期

間を満たすまでは任意加入できることが特例で認め

られています。あくまでも老齢基礎年金の受給権確

保のための特例ですので、年金額の増額が目的の人

は該当しません。ここが、60 歳以上 65 歳未満の任意

加入との違いになります。 

 

 

 昭和 40 年 4 月 1 日以前の生まれであること、65 歳

以上 70 歳未満であることの 2 つが要件になっていま

すが、これらの要件を満たしていれば、日本に住所

を有する場合だけでなく、海外に住んでいて日本国

籍を有している方の場合も、任意加入ができます。

老齢基礎年金の受給資格期間を満たせない方は、こ

の特例による任意加入の制度を利用することで、年

金を受給できるようになる場合があることを知って

いただきたいと思います。 
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【被保険者のまとめ】 

 ここで、国民年金の被保険者についてまとめてみ

ましょう。日本国内に住所を有している 20 歳以上 60

歳未満の人で、第 2 号被保険者と第 3 号被保険者以

外の人が第 1 号被保険者になります。60 歳以上 65 歳

未満の期間は任意加入することができます。65 歳以

上 70 歳未満の期間では、昭和 40 年 4 月 1 日以前に

生まれた方について、老齢基礎年金の受給権を確保

するための特例による任意加入が認められています。 

 厚生年金保険や共済年金の老齢年金等を受けるこ

とができる方は、第 1 号被保険者にはなれませんが、

任意加入することはできます。 

 会社などにお勤めの方は第 2 号被保険者に該当し、

20 歳前でもお勤めを始めたときに被保険者資格を取

得します。 

 第 2 号被保険者の被扶養配偶者が第 3 号被保険者

です。国内居住要件はありませんが、20 歳以上 60 歳

未満という年齢要件はあります。 

 日本国籍を持っていて海外に住んでいる場合は任

意加入することができます。特例による任意加入も

可能です。 

 

 

 

 

 

 

次の問題について正しいか誤っているかを考えてく

ださい。 

 

問題 1 です。 

日本国内に住所を有する者であれば、国籍を問わず、

20 歳未満の者であっても、申し出ることによって任

意加入被保険者になることができる。 

 

正解はバツです。 

20 歳未満の者は任意加入することができません。 

 

問題 2 です。 

昭和 40 年 4 月 1 日以前に生まれた者のうち、老齢基

礎年金の受給権を有しているものは、65 歳から 70 歳

までの間の特例による任意加入被保険者となること

はできない。 

  

正解はマルです。 

 

 


